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大阪府福祉のまちづくり条例［平成４年１０月２８日 大阪府条例第３６号］ 

 

改正 平成 ７年 ３月１７日 条例第  ３号 

平成 ７年 ３月１７日 条例第 １９号 

平成１２年 ３月３１日 条例第１０６号 

平成１４年１０月２９日 条例第１０３号 

平成１６年 ６月 ４日 条例第 ６４号 

平成１７年 ３月２９日 条例第 ６６号 

平成１８年 ３月２８日 条例第 ５２号 

平成１９年 ３月１６日 条例第 ４５号 

平成２１年 ３月２７日 条例第 ３９号 

平成２２年 ３月３０日 条例第 ３６号 

平成２２年１１月 ４日 条例第 ８３号 

平成２３年 ３月２２日 条例第 ５７号 

平成２３年１０月３１日 条例第１２２号 

平成２４年 ３月２８日 条例第 ６７号 

平成２４年１１月 １日 条例第１４８号 

平成２６年 ３月２７日 条例第 ９７号 

平成２６年１２月２６日 条例第１８５号 

平成２７年 ３月２４日 条例第 ４５号 

平成２７年１２月２８日 条例第１３３号 

平成２９年 ３月２９日 条例第 ５０号 

令和 元年１２月２５日 条例第 ６１号 

令和 ２年 ３月２７日 条例第 ４２号 

令和 ３年 ３月２９日 条例第 ２８号 
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  第４節 雑則（第 48条・第 49条） 

 第６章 雑則（第 50条・第 51条） 

 附則 

 

 私たち一人ひとりが自立し、生きがいをもって生活し、それぞれの立場で社会に貢献す

ることができる真に豊かな福祉社会の実現は、私たち全ての願いであり、また、責務でも

ある。 

 こうした社会を実現するためには、一人ひとりが一個の人間として尊重されることを基

本に、社会からのサービスを平等に享受することができ、意欲や能力に応じて社会に参加

することができる機会が、すべての人に均等にもたらされなければならない。 

 このためには、高齢者、障害者等からこれらの機会を奪いがちな物理的、心理的及び情

報面の障壁を取り除くことにより、全ての人が自らの意思で自由に移動することができ、

その個性と能力を発揮して社会に参加することができる福祉のまちづくりを進めること、

とりわけ、生活環境や連続した移動環境をハード・ソフト両面から継続して整備し、改善

することが重要である。 

 私たち一人ひとりが基本的人権を尊重し、お互いを大切にする心を育み、福祉のまちづ

くりを進めるためにたゆまぬ努力を傾けることを決意し、全ての人が自らの意思と責任に

よって、自分らしい生き方や幸せを追求することができる「自立支援型福祉社会」を実現

することを府民の総意として、この条例を制定する。 

 

  第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、福祉のまちづくりに関し、府、事業者及び府民の責務を明らかにす

るとともに、府の基本方針を定めてこれに基づく施策を推進し、及び都市施設を安全か

つ容易に利用することができるよう整備し、もって自立支援型福祉社会の実現に資する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例の用語の意義は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法

律（平成 18年法律第 91号。以下「法」という。）及び高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令（平成 18 年政令第 379 号。以下「令」という。）の定める

ところによる。 

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

一 都市施設 多数の者が利用する建築物、旅客施設、道路、路外駐車場及び公園をい

う。 

二 事業者 都市施設を設置し、又は管理する者をいう。 
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（府の責務） 

第３条 府は、福祉のまちづくりに関する総合的な施策を策定し、及びこれを実施する責

務を有する。 

２ 府は、福祉のまちづくりを推進する上で市町村が果たす役割の重要性に鑑み、市町村

の福祉のまちづくりに関する施策の策定及び実施について、技術的な助言その他の必要

な支援を行うものとする。 

３ 府は、第 1 項の施策の策定及び実施に当たっては、市町村との連絡調整を緊密に行う

よう努めるものとする。 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、都市施設を全ての人が安全かつ容易に利用することができるように整

備、維持保全及び管理に努めるとともに、府が実施する福祉のまちづくりに関する施策

に協力するよう努めなければならない。 

（府民の責務） 

第５条 府民は、深い理解と相互扶助の心をもって、福祉のまちづくりに積極的に協力す

るよう努めなければならない。 

 

  第２章 福祉のまちづくりに関する施策 

（施策の基本方針） 

第６条 府は、第 1 条の目的を達成するため、次に掲げる基本方針に基づく施策を計画的

に実施するものとする。 

 一 全ての府民が福祉のまちづくりに積極的に協力する気運を醸成すること。 

 二 全ての人が自らの意思で自由に移動し、安心して生活することができる都市環境の

整備を進めること。 

 三 高齢者、障害者等の自由な社会参加を促すための支援を行うこと。 

 四 全ての府民が自立して共に暮らすことができる心の通った地域社会づくりを進める

こと。 

（啓発及び学習の促進等） 

第７条 府は、事業者及び府民が福祉のまちづくりについて理解を深めるよう啓発すると

ともに、福祉に関する学習を促進するため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 府は、高齢者、障害者等の自由な社会参加を促進するため、ボランティア活動の支援

及び介助に係る人材の養成等に努めるものとする。 

３ 前 2 項に定めるもののほか、府は、事業者及び府民に対し、福祉のまちづくりに関す

る情報の提供、技術的指導その他必要な措置を講ずるものとする。 

（推進体制の整備） 

第８条 府は、市町村、事業者及び府民と連携して福祉のまちづくりを推進する体制を整

備するものとする。 
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（財政上の措置） 

第９条 府は、福祉のまちづくりを推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

 

  第３章 特別特定建築物及び建築物移動等円滑化基準 

第 10条 削除 

（特別特定建築物に追加する特定建築物） 

第 11条 法第 14条第 3項の条例で定める特定建築物は、次に掲げるもの（建築基準法（昭

和 25 年法律第 201 号）第 85 条第５項の規定による許可を受けた仮設建築物（以下「仮

設建築物」という。）を除く。）とする。 

 一 学校（令第 5条第一号に掲げるものを除く。） 

 二 共同住宅又は寄宿舎 

 三 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの（令第５条第九号に掲

げるものを除く。） 

 四 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類する運動施設（令第５条第十一号

に掲げるものを除く。） 

 五 自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類するもの 

 六 自動車修理工場（不特定かつ多数の者が利用するものに限る。） 

（基準適合義務の対象とする特別特定建築物の建築の規模） 

第 12 条 法第 14 条第 3 項の規定により条例で定める同条第 1 項の建築の規模は、別表の

中欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める規模とする。 

（建築物移動等円滑化基準に付加する事項）  

第 13 条 法第 14 条第 3 項の規定により建築物移動等円滑化基準に条例で付加する必要な

事項は、次条から第 29条までに定めるところによる。 

（廊下等） 

第 14 条 令第 11 条の規定によるものとする廊下等は、次に掲げるものでなければならな

い。 

一 階段又は傾斜路（階段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）の下端に近接す

る廊下等の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用する

ものに限る。）及びエスカレーターの上端及び下端に近接する廊下等の部分（不特定か

つ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）には、視覚障

害者に対し段差又は傾斜の存在の警告を行うために、点状ブロック等を敷設すること。

ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして規則で定める場合は、この限りで

ない。 

二 次に掲げる特別特定建築物における廊下等には、手すりを設けること。 

イ 病院又は診療所 
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ロ 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの（主として高齢者、障害者等

が利用するものに限る。） 

ハ 老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福祉センターその他これらに類す

るもの（主として高齢者、障害者等が利用するものに限る。） 

（階段） 

第 15 条 令第 12 条の規定によるものとする階段は、段がある部分の下端に近接する踊場

の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限る。）

には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷設しなければならない。

ただし、視覚障害者の利用上支障がないものとして規則で定める場合は、この限りでな

い。 

（階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路） 

第 16 条 令第 13 条の規定によるものとする傾斜路は、次に掲げるものでなければならな

い。 

一 傾斜がある部分の下端に近接する踊場の部分（不特定かつ多数の者が利用し、又は

主として視覚障害者が利用するものに限る。）には、視覚障害者に対し警告を行うため

に、点状ブロック等を敷設すること。ただし、視覚障害者の利用上支障がないものと

して規則で定める場合は、この限りでない。 

二 その両側に、側壁又は立ち上がり部を設けること。 

（エスカレーター） 

第 17条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用するエスカ

レーターは、次に掲げるものでなければならない。 

一 階段状のエスカレーターにあっては、踏み段の端部の全体がその周囲の部分と色の

明度、色相又は彩度の差が大きいことにより踏み段相互の境界を容易に識別すること

ができるものとすること。 

二 くし板の端部と踏み段（階段状以外の形状のエスカレーターにあっては、可動床。

以下この号において同じ。）の色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりくし板

と踏み段との境界を容易に識別することができるものとすること。 

三 当該エスカレーターの行き先又は昇降方向（階段状以外の形状のエスカレーターに

あっては、進入方向）を音声により知らせる設備を設けること。 

（便所） 

第 18条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を

設ける場合には、床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げなければならな

い。 

２ 次に掲げる特別特定建築物（床面積の合計（増築若しくは改築又は用途の変更の場合

にあっては、当該増築若しくは改築又は用途の変更に係る部分の床面積の合計。以下同

じ。）が 1,000平方メートル（公衆便所にあっては、50平方メートル）以上のものに限る。）
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に不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設け

る場合には、そのうち一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）

は、乳幼児を座らせることができる設備及び乳幼児のおむつ交換をすることができる設

備を設け、その出入口にその旨の表示を行わなければならない。ただし、乳幼児のおむ

つ交換をすることができる設備については、他に設ける場合は、この限りでない。 

一 病院又は診療所 

二 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

三 集会場又は公会堂 

四 展示場 

五 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 

六 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

七 博物館、美術館又は図書館 

八 飲食店 

九 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービ

ス業を営む店舗 

十 公衆便所 

３ 令第 14条第 1項の規定によるものとする便所は、次に掲げるものでなければならない。 

一 便所（不特定かつ多数の者が利用し、又は主として視覚障害者が利用するものに限

る。）の出入口の付近に、男子用及び女子用の区別、便房等の配置等を点字その他規則

で定める方法により視覚障害者に示すための設備を設けること。ただし、視覚障害者

の利用上支障がないものとして規則で定める場合は、この限りでない。 

二 洗面器又は手洗器のうち一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ

一以上）は、水栓を容易に操作することができるものとすること。 

４ 令第 14 条第 1 項各号に規定する便房（次項に規定する便房を除く。）は、次に掲げる

ものでなければならない。 

一 押しボタン式その他の容易に操作することができる方式の便器の洗浄装置を設ける

こと。 

二 衣服を掛けるための金具等を設けること。 

５ 令第 14 条第 1 項第二号に規定する便房（床面積の合計が 10,000 平方メートル以上の

建築物（共同住宅、寄宿舎又は下宿にあっては、床面積が 200 平方メートル以上の集会

室があるものに限る。）に設けるものに限る。）は、次に掲げるものでなければならない。 

一 大人のおむつ交換をすることができる長さ 1.2メートル以上のベッドを一以上設け、

その出入口にその旨の表示を行うこと。 

二 令第 14条第１項第二号に規定する水洗器具は、温水を使用することができるものと

すること。 

三 荷物を置くための棚等を設けること。 
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四 押しボタン式その他の容易に操作することができる方式の便器の洗浄装置を設ける

こと。 

五 衣服を掛けるための金具等を二以上設けること。 

６ 令第 14条第 2項の規定により設けるものとする小便器は、その周囲に手すりを設けな

ければならない。 

（ホテル又は旅館の車椅子使用者用客室） 

第 19 条 令第 15 条第 2 項の規定によるものとする車椅子使用者用客室は、次に掲げるも

のでなければならない。 

一 床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

二 客室の出入口に設ける戸は、引き戸とすること。ただし、自動的に開閉する構造で

ある場合は、この限りでない。 

三 令第 15条第 2項第一号ロ及び第二号ロの規定によるものとする出入口に設ける戸は、

引き戸とすること。ただし、自動的に開閉する構造である場合は、この限りでない。 

２ 令第 15条第 2項第一号イの車椅子使用者用便房は、前条第 4項第一号に掲げるもので

なければならない。 

（ホテル又は旅館の一般客室に係る経路） 

第 20 条 ホテル又は旅館（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23

年法律第 122号）第 2条第 6項第四号に規定する営業の用に供する施設及び旅館業法（昭

和 23年法律第 138号）第 2条第 3項に規定する簡易宿所営業の施設（以下これらを「簡

易宿所等」という。）を除く。以下この条、次条及び第 28条において同じ。）については、

次に掲げる経路のそれぞれのうち一以上を、階段又は段を設けない経路（以下この条に

おいて「一般客室経路」という。）にしなければならない。ただし、知事が定める構造の

傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合は、この限りでない。 

一 道等から車椅子使用者用客室以外の客室（以下「一般客室」という。）までの経路 

二 ホテル若しくは旅館又はその敷地に車椅子使用者用駐車施設を設ける場合には、当

該車椅子使用者用駐車施設から一般客室までの経路 

２ 一般客室経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により前項の規定によることが

困難である場合における同項の規定の適用については、同項第一号中「道等」とあるの

は、「当該ホテル又は旅館の車寄せ」とする。 

３ 一般客室経路のうち令第 18 条第 1 項又は第 24 条第 2 項の規定により移動等円滑化経

路にする経路の全部若しくは一部となるものについては、当該一般客室経路にする経路

の全部又は一部となる部分について、前 2項の規定は、適用しない。 

（ホテル又は旅館の一般客室） 

第 21条 ホテル又は旅館の一般客室（同一の一般客室内に複数の階がある場合は、当該一

般客室の出入口のある階の部分に限る。以下この条において同じ。）は、次に掲げる要件

を満たすものでなければならない。ただし、当該一般客室内の和風の設備を有する部分
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で知事が定める部分（以下「和室部分」という。）については、この限りでない。 

一 床面積（同一の一般客室内に複数の階がある場合における当該一般客室の出入口の

ある階の部分以外の部分及び和室部分を除く。以下この条において同じ。）が 18 平方

メートル（2 以上のベッドを置く一般客室にあっては、22 平方メートル）未満の場合

にあっては、次に掲げるものでなければならない。 

イ 一般客室の出入口の幅は、80センチメートル以上とすること。 

ロ 一般客室内（次の⑴から⑶までに掲げる場合の区分に応じ、当該⑴から⑶までに

定める部分を除く。次項において同じ。）には、階段又は段を設けないこと。ただし、

用途の変更をしてホテル又は旅館にする場合は、この限りでない。 

⑴ 同一客室内に複数の階がある場合当該一般客室の出入口のある階とその直上階

又は直下階との間の上下の移動に係る階段又は段の部分 

⑵ 勾配が 12分の 1を超えない傾斜路を併設する場合 当該傾斜路が併設された階

段又は段の部分 

⑶ 浴室又はシャワー室（以下「浴室等」という。）の内側に防水上必要な最低限度

の高低差を設ける場合 当該高低差の部分 

ハ 一般客室内に便所及び浴室等を設ける場合には、一以上の便所及び一以上の浴室

等の出入口の幅は、70センチメートル以上とすること。 

ニ 一般客室の出入口からハの規定の適用を受ける便所及び浴室等並びに一般客室内

にベッドを置く場合にあっては 1 以上のベッドまでの経路の幅は、80 センチメート

ル以上とすること。ただし、床面積が 15 平方メートル（2 以上のベッドを置く一般

客室にあっては、19平方メートル）未満の場合は、この限りでない。 

二 床面積が 18平方メートル（2以上のベッドを置く一般客室にあっては、22平方メー

トル）未満の場合にあっては、第三号ロからホまで及び第四号ロに掲げる要件を満た

すよう努めなければならない。 

三 床面積が 18平方メートル（2以上のベッドを置く一般客室にあっては、22平方メー

トル）以上の場合にあっては、次に掲げるものでなければならない。 

イ 第一号イ及びロに掲げるものであること。 

ロ 一般客室内に便所及び浴室等を設ける場合には、1以上の便所及び 1以上の浴室等

の出入口の幅は、75センチメートル以上とすること。 

ハ 一般客室の出入口からロの規定の適用を受ける便所及び浴室等並びに一般客室内

にベッドを置く場合にあっては一以上のベッドの長辺の側までの経路の幅は、80 セ

ンチメートル以上とすること。ただし、当該便所及び浴室等に至る経路が直角とな

る場合にあっては、当該直角となる部分における経路の幅は、100センチメートル以

上とすること。 

二 ロの規定の適用を受ける便所及び浴室等は、車椅子使用者が便座、洗面台、浴槽

その他の知事が定めるものに車椅子を用いて寄り付くことができる空間を確保する
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こと。 

ホ 一般客室内に、車椅子使用者が車椅子を転回することができる空間を確保するこ

と。 

四 床面積が 18平方メートル（2以上のベッドを置く一般客室にあっては、22平方メー

トル）以上の場合にあっては、次に掲げる要件を満たすよう努めなければならない。 

イ 一般客室並びに一般客室内の便所及び浴室等の出入口に設ける戸は、引き戸とす

ること。ただし、自動的に開閉する構造である場合は、この限りでない。 

ロ 便所及び浴室等に、手すりを適切に配置すること。 

２ 用途の変更をしてホテル又は旅館にする場合における当該ホテル又は旅館の一般客室

内には、階段又は段を設けないよう努めなければならない。 

（敷地内の通路） 

第 22 条 令第 16 条第三号の規定によるものとする傾斜路は、その両側に側壁又は立ち上

がり部を設けなければならない。 

（浴室等） 

第 23条 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する浴室等

を設ける場合には、床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げなければなら

ない。 

２ 浴室等のうち一以上（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれ一以上）は、

次に掲げるものでなければならない。 

一 浴槽、シャワー、手すり等を適切に配置すること。 

二 車椅子使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間を確保すること。 

三 出入口は、次に掲げるものであること。 

イ 幅は、80センチメートル以上とすること。 

ロ 戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車椅子使用者が容易に開閉

して通過することができる構造とし、かつ、その前後に高低差がないこと。 

（移動等円滑化経路） 

第 24条 移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 

一 令第 18条第 2項第三号の規定によるものとする廊下等（次に掲げる特別特定建築物

（床面積の合計が 5,000平方メートル以上のものに限る。）に設けるものに限る。）は、

授乳及びおむつ交換をすることができる場所を一以上設け、その付近にその旨の表示

を行うこと。ただし、他に設ける場合は、この限りでない。 

イ 病院又は診療所 

ロ 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 

ハ 集会場又は公会堂 

ニ 展示場 

ホ 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗 
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ヘ 保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用する官公署 

ト 博物館、美術館又は図書館 

チ 飲食店 

リ 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサー

ビス業を営む店舗 

二 令第 18条第 2項第五号の規定によるものとするエレベーター及びその乗降ロビーは、

次に掲げるものであること。 

イ 籠及び昇降路の出入口に、利用者を感知し、戸の閉鎖を自動的に制止する装置を

設けること。 

ロ 籠及び昇降路の出入口の戸にガラスその他これに類するものをはめ込み、又はそ

の他の装置を設けることにより、籠の外部から籠内を見ることができる構造とする

こと。 

ハ 籠内に、車椅子使用者が乗降する際に籠及び昇降路の出入口を確認するための鏡

を設けること。ただし、籠の出入口が複数あるエレベーターであって、車椅子使用

者が円滑に乗降することができる構造のもの（開閉する籠の出入口を音声により知

らせる設備が設けられているものに限る。）については、この限りでない。 

ニ 籠内の左右両面の側板に、手すりを設けること。 

ホ 籠内に設ける制御装置（車椅子使用者が利用しやすい位置及びその他の位置に制

御装置を設ける場合にあっては、当該その他の位置に設けるものに限る。）に、停電

等の非常の場合に外部の対応の状況を表示する聴覚障害者に配慮した装置を設ける

こと。 

ヘ 令第 18条第 2項第五号ホの規定により設けるものとする制御装置は、次に掲げる

ものであること。 

⑴ 籠及び昇降路の出入口の戸の開扉時間を延長する機能を有すること。 

⑵ 籠内に設けるもののうち一以上は、呼びボタン付きのインターホンを有するこ

と。 

ト 令第 18条第 2項第五号チの規定によるものとするエレベーターにあっては、同号

ホの規定により設けるものとする制御装置は、籠内の左右両面（二の階のみに停止

するエレベーターで、自動的に昇降する機能を有するものにあっては、片面）の側

板に設けること。 

チ 令第 18条第２項第五号リの規定によるものとするエレベーター及び乗降ロビーは、

次に掲げるものであること。 

⑴ 制御装置は、押しボタン式とすること。 

⑵ 乗降ロビーに設ける制御装置の前の床面には、視覚障害者に対し制御装置の存

在を示すために、点状ブロック等を敷設すること。 

三 令第 18条第 2項第七号の規定によるものとする敷地内の通路は、当該通路を横断す
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る排水溝を設ける場合には、その蓋は、つえ、車椅子のキャスター等が落ちないもの

とすること。 

２ 建築物（別表一の項及び二の項に掲げる特別特定建築物にあっては、床面積の合計が

500 平方メートル未満のものを除く。）に、地上階又はその直上階若しくは直下階のみに

利用居室を設ける場合には、道等から当該利用居室までの経路（当該地上階とその直上

階又は直下階との間の上下の移動に係る部分に限る。）のうち一以上を、移動等円滑化経

路にしなければならない。 

３ 前項に規定する経路のうち令第 18条第 1項の規定により移動等円滑化経路にする経路

の全部又は一部となるものについては、当該移動等円滑化経路にする経路の全部又は一

部となる部分について、前項の規定は、適用しない。 

（案内設備） 

第 25 条 令第 20 条第 3 項の案内所は、車椅子使用者が円滑に利用することができるもの

としなければならない。 

（案内設備までの経路） 

第 26条 視覚障害者移動等円滑化経路は、次に掲げるものでなければならない。 

一 当該視覚障害者移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路の段がある部分又は傾斜

がある部分の下端に近接する部分（視覚障害者の利用上支障がないものとして規則で

定める部分を除く。）には、視覚障害者に対し警告を行うために、点状ブロック等を敷

設すること。 

二 段を設ける場合には、回り段としないこと。 

（共同住宅等に係る経路） 

第 27条 共同住宅又は寄宿舎（以下この章において「共同住宅等」という。）については、

次に掲げる経路のそれぞれのうち 1以上を、移動等円滑化経路にしなければならない。 

一 道等から住戸（寄宿舎にあっては、寝室。以下同じ。）までの経路（地上階又はその

直上階若しくは直下階のみに住戸を設ける場合にあっては、当該地上階とその直上階

又は直下階との間の上下の移動に係る部分を除く。） 

二 共同住宅等又はその敷地に車椅子使用者用便房を設ける場合には、住戸から当該車

椅子使用者用便房までの経路 

三 共同住宅等又はその敷地に車椅子使用者用駐車施設を設ける場合には、当該車椅子

使用者用駐車施設から住戸までの経路 

２ 前項の規定により移動等円滑化経路にする経路を構成するエレベーターについての令

第 18 条第 2 項第五号の規定の適用については、同号イ中「利用居室」とあるのは、「利

用居室若しくは住戸」とする。 

３ 第 1項第一号に掲げる経路を構成する敷地内の通路が地形の特殊性により令第 18条第

2 項第七号の規定によることが困難である場合における前 2 項の規定の適用については、

第 1項第一号中「道等」とあるのは、「当該共同住宅等の車寄せ」とする。 
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４ 第 1 項各号に掲げる経路のうち令第 18 条第 1 項又は第 24 条第 2 項の規定により移動

等円滑化経路にする経路の全部若しくは一部となるものについては、当該移動等円滑化

経路にする経路の全部又は一部となる部分について、前 3項の規定は、適用しない。 

（増築等に関する適用範囲） 

第 28条 建築物の増築又は改築（用途の変更をして特別特定建築物にすることを含む。第

一号において「増築等」という。）をする場合には、第 14 条から第 18 条まで及び第 22

条から第 26条までの規定（ホテル又は旅館（簡易宿所等を含む。）にあっては第 14条か

ら第 19 条まで及び第 22 条から 26 条まで、ホテル又は旅館にあっては第 20 条及び第 21

条、共同住宅等にあっては第 14条から第 18条まで及び第 22条から前条までの規定）は、

次に掲げる建築物の部分に限り、適用する。 

一 当該増築等に係る部分 

二 道等から前号に掲げる部分にある利用居室、ホテル又は旅館の一般客室並びに共同

住宅等の住戸 （以下この条において「利用居室等」という。）までの 1 以上の経路を

構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他の昇降機及び敷地内の

通路 

三 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所 

四 第一号に掲げる部分にある利用居室等（当該部分に利用居室等が設けられていない

ときは、道等）から車椅子使用者用便房（前号に掲げる便所に設けられるものに限る。）

までの一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーターその他

の昇降機及び敷地内の通路 

五 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場 

六 車椅子使用者用駐車施設（前号に掲げる駐車場に設けられるものに限る。）から第一

号に掲げる部分にある利用居室等（当該部分に利用居室等が設けられていないときは、

道等）までの一以上の経路を構成する出入口、廊下等、階段、傾斜路、エレベーター

その他の昇降機及び敷地内の通路 

（特別特定建築物に追加した特定建築物に関する読替え） 

第 29条 第 11条各号に掲げる特定建築物についての第 17条、第 18条第 1項及び第 2項、

第 23条第 1項並びに前条第三号及び第五号の規定の適用については、これらの規定中「不

特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する」とあるのは、「多

数の者が利用する」とする。 

（仮設建築物に対する特例） 

第 30条 第 14条から前条までの規定は、仮設建築物については、適用しない。 

（制限の緩和） 

第 31条 第 11条から第 29条までの規定は、その構造、敷地の状況又は利用の目的上やむ

を得ないと所管行政庁が認める特別特定建築物については、適用しない。 

２ 第 14条から第 29条までの規定は、これらの規定を適用する場合と同等以上に高齢者、
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障害者等が円滑に利用することができると所管行政庁が認める特別特定建築物について

は、適用しない。 

（市町村が条例を定める場合の適用除外） 

第 32 条 市町村が法第 14 条第 3 項の規定に基づき制定する条例に規定する事項がこの章

に規定する事項と同一の事項である場合にあっては、知事が規則で定めるところにより

市町村を指定して、この章の当該同一の事項に係る規定は、当該市町村の区域において

適用しないこととする。 

 

  第４章 ホテル又は旅館の移動等円滑化情報の公表 

（移動等円滑化情報公表計画書の届出等） 

第 33 条 第 21 条の規定の適用を受けるホテル又は旅館の営業を営む者（以下「新設等営

業者」という。）は、次に掲げる事項を記載したホテル又は旅館の移動等円滑化に関する

情報であって規則で定めるもの（以下「移動等円滑化情報」という。）の公表に係る計画

書（以下「移動等円滑化情報公表計画書」という。）を作成し、当該ホテル又は旅館の営

業を開始する前の時期で規則で定める時期までに、知事に届け出なければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

二 ホテル又は旅館の名称及び所在地 

三 ホテル又は旅館の概要 

四 移動等円滑化情報の内容 

五 公表の方法 

２ 第 21条の規定の適用を受けないホテル又は旅館の営業を営む者（以下「既設等営業者」

という。）は、前項の移動等円滑化情報公表計画書を作成し、知事に届け出ることができ

る。 

３ 知事は、前 2 項の規定による移動等円滑化情報公表計画書の届出があったときは、こ

れを取りまとめて、規則で定めるところにより、その概要を公表するものとする。 

（新設等のホテル又は旅館の移動等円滑化情報の公表） 

第 34条 新設等営業者は、その営業を開始する日までに、前条第 1項の規定により届出を

した移動等円滑化情報公表計画書に従って、当該ホテル又は旅館の移動等円滑化情報を

インターネットの利用その他の規則で定める方法（以下「インターネット等」という。）

により、公表しなければならない。 

（既設等のホテル又は旅館の移動等円滑化情報の公表） 

第 35 条 第 33 条第 2 項の規定により移動等円滑化情報公表計画書の届出をした既設等営

業者は、当該移動等円滑化情報公表計画書に従って、当該ホテル又は旅館の移動等円滑

化情報をインターネット等により、公表しなければならない。 

２ 第 33条第 2項の移動等円滑化情報公表計画書の届出をしない既設等営業者は、ホテル

又は旅館の移動等円滑化情報をインターネット等により自主的に公表するよう努めるも
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のとする。 

（移動等円滑化情報公表計画書の変更の届出） 

第 36条 第 33条第 1項又は第 2項の規定による届出をした者は、当該届出に係る同条第 1

項各号に掲げる事項を変更したとき（旅館業法第 3 条の 2 又は第 3 条の 3 の規定により

営業者の地位を承継した場合を含む。次条において同じ。）は、規則で定めるところによ

り、その旨を知事に届け出なければならない。 

２ 第 33条第 3項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（報告の徴収） 

第 37条 知事は、第四章の規定の施行に必要な限度において、第 33条第 1項若しくは第 2

項又は第 36条第 1項の規定による届出をした者に対し、移動等円滑化情報の公表の実施

状況その他必要な事項について報告を求めることができる。 

２ 前項の規定により報告を求められた者は、速やかに知事に報告しなければならない。 

（勧告） 

第 38条 知事は、新設等営業者又は既設等営業者が次の各号のいずれかに該当する場合に

おいて、その行為について正当な理由がないと認めるときは、その者に対し、相当の期

限を定めて、必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

一 第 33条第 1項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

二 第 33条第 2項の規定による届出について虚偽の届出をしたとき。 

三 第 34条又は第 35条第 1項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をしたとき。 

四 前条第 1項の規定による報告の求めに応じないとき。 

（勧告に従わない者の公表） 

第 39条 知事は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わな

いときは、当該勧告に従わない者の氏名又は名称及び住所、当該勧告の対象となったホ

テル又は旅館の名称及び所在地並びに当該勧告の内容を公表することができる。 

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に、あらか

じめ、その旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明及び証拠の提出の機

会を与えるため、意見の聴取の手続を行わなければならない。 

 

  第５章 事前協議及び改善計画等 

   第１節 事前協議 

第 40条 事業者は、次に掲げる都市施設を設置しようとするときは、規則で定めるところ

により、高齢者、障害者等が安全かつ容易に利用することができるかどうかの確認を行

い、当該工事に着手する前に、その計画について知事に協議しなければならない。 

一 集会場（床面積が 200平方メートル以上の集会室があるものを除く） 

二 コンビニエンスストア（主として飲食料品その他の最寄り品の販売業を営む店舗の

うち、床面積の合計が 30平方メートル以上 250平方メートル未満で、一日当たりの営
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業時間が 14時間以上のものをいう。）（床面積の合計が 100平方メートル以上 200平方

メートル未満のものに限る。） 

三 事務所（床面積の合計が 500平方メートル以上のものに限る。） 

四 ダンスホール（床面積の合計が 1,000平方メートル以上のものに限る。） 

五 理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、銀行その他これらに類するサービ

ス業を営む店舗（床面積の合計が 50平方メートル以上 200平方メートル未満のものに

限る。） 

六 工場（自動車修理工場を除き、床面積の合計が 3,000 平方メートル以上のものに限

る。） 

七 神社、寺院、教会その他これらに類するもの（床面積の合計が 300 平方メートル以

上のものに限る。） 

八 火葬場 

九 消防法（昭和 23年法律第 186号）第 8条の 2第 1項に規定する地下街 

十 道路法（昭和 27年法律第 180号）第 2条第 1項に規定する道路（専ら自動車の交通

の用に供するもの、法第２条第十号に規定する特定道路及び都市計画法（昭和 43年法

律第 100号）第 32条第 1項又は第 2項の規定による協議において高齢者、障害者等が

安全かつ容易に利用することができるかどうかの確認が行われるものと知事が認める

ものを除く。） 

十一 都市計画法第 4 条第 12 項に規定する開発行為により設置される公園（同法第 33

条第 1項第二号に掲げる基準に従って設置されるものに限り、同法第 32条第 1項又は

第 2 項の規定による協議において高齢者、障害者等が安全かつ容易に利用することが

できるかどうかの確認が行われるものと知事が認めるものを除く。） 

十二 遊園地、動物園又は植物園（都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第 2 条第 1 項

に規定する都市公園に設けられる公園施設であるものを除く。） 

十三 港湾法（昭和 25年法律第 218号）第 2条第 5項第 9号の 3に規定する港湾環境整

備施設である緑地 

十四 海岸法（昭和 31 年法律第 101 号）第 2 条第 1 項に規定する海岸保全施設のうち、

護岸、砂浜その他公衆の利用のため整備されるもの 

２ 事業者は、前項の工事が完了したときは、規則で定めるところにより、高齢者、障害

者等が前項の規定による協議（以下「事前協議」という。）に係る都市施設を安全かつ容

易に利用することができるかどうかの確認を行い、その結果を速やかに知事に届け出な

ければならない。 

 

   第２節 改善計画等 

（現況調査） 

第 41条 事業者は、知事が要請したときは、この条例の施行の際現に存する次に掲げる都
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市施設（現に設置の工事中のものを含む。以下「既存施設」という。）について、規則で

定めるところにより、高齢者、障害者等が安全かつ容易に利用することができるかどう

かの調査（以下「現況調査」という。）を行い、その結果を知事に報告しなければならな

い。 

一 学校 

二 病院又は診療所（患者の収容施設があるものに限る。） 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場（床面積の合計が 1,000 平方メートル以下のもの

を除く。） 

四 集会場又は公会堂 

五 展示場（床面積の合計が 1,000平方メートル以下のものを除く。） 

六 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗（床面積の合計が 500 平方メー

トル以下のものを除く。） 

七 ホテル又は旅館（床面積の合計が 1,000平方メートル以下のものを除く。） 

八 次に掲げる事務所 

イ 国、地方公共団体その他規則で定める者の事務の用に供する事務所 

ロ 電気事業法等の一部を改正する法律（平成 26 年法律第 72 号）第 1 条の規定によ

る改正前の電気事業法（昭和 39年法律第 170号）第 2条第 1項第一号に規定する一

般電気事業の用に供する事務所 

ハ 電気事業法等の一部を改正する等の法律（平成 27 年法律第 47 号）第 5 条の規定

による改正前のガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）第 2 条第 1 項に規定する一般

ガス事業の用に供する事務所 

ニ 電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 6 条第 2 項に規定する第一種電気通

信事業の用に供する事務所 

ホ 冠婚葬祭に関する事業の用に供する事務所（床面積の合計が 1,000 平方メートル

以下のものを除く。） 

へ イからホまでに掲げる事務所以外の事務所（床面積の合計が 5,000 平方メートル

以下のものを除く。） 

九 共同住宅又は寄宿舎（住戸の数が 50以下のものを除く。） 

十 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 19 条第 1 項に規定する児童福祉施

設等 

十一 体育館、ボーリング場、スキー場、スケート場、水泳場若しくはスポーツの練習

場又は遊技場（床面積の合計が 1,000平方メートル以下のものを除く。） 

十二 博物館、美術館又は図書館 

十三 公衆浴場（床面積の合計が 1,000平方メートル以下のものを除く。） 

十四 飲食店（床面積の合計が 500平方メートル以下のものを除く。） 

十五 ダンスホール（床面積の合計が 1,000平方メートル以下のものを除く。） 
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十六 銀行 

十七 火葬場 

十八 法第 2条第六号に規定する旅客施設 

十九 消防法第 8条の 2第 1項に規定する地下街 

二十 都市公園法第 2条第 1項に規定する都市公園 

二十一 遊園地、動物園又は植物園（前号の都市公園に設けられる公園施設であるもの

を除く。） 

二十二 港湾法第 2条第 5項第九号の 3に規定する港湾環境整備施設である緑地 

二十三 駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）第 12 条の規定による届出をしなければな

らない路外駐車場（機械式のものを除く。） 

（改善計画の作成の要請） 

第 42条 知事は、必要があると認めるときは、事業者に対し、規則で定めるところにより、

高齢者、障害者等が既存施設を安全かつ容易に利用することができるようにするための

工事の計画（以下「改善計画」という。）を作成し、届け出ることを求めることができる。 

２ 知事は、改善計画の届出があったときは、当該届出をした者に対し、当該届出に係る

改善計画について、指導及び助言を行うものとする。 

（改善計画の変更） 

第 43条 事業者は、やむを得ない場合にあっては、改善計画を変更することができる。こ

の場合において、事業者は、規則で定めるところにより、変更に係る改善計画を知事に

届け出なければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定により改善計画を変更した場合について準用する。 

（定期報告） 

第 44条 事業者は、規則で定めるところにより、定期に、改善計画に基づく工事の実施の

状況を知事に報告しなければならない。 

 

   第３節 調査、勧告及び公表 

（立入調査） 

第 45 条 知事は、必要があると認めるときは、その職員に、事前協議に係る第 40 条第 1

項各号に掲げる都市施設又は現況調査に係る既存施設に立ち入り、当該都市施設又は既

存施設の状況を調査させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提

示しなければならない。 

（勧告） 

第 46 条 知事は、事業者が事前協議を行わずに工事（第 40 条第 1 項の工事をいう。次項

において同じ。）に着手したときは、その計画について協議を行うべきことを勧告するこ

とができる。 
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２ 知事は、事業者が事前協議と異なる工事を行ったときは、当該事前協議に基づく工事

を行うことその他必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。 

３ 知事は、事業者が現況調査及びその結果の報告を行わないときは、現況調査及びその

結果の報告を行うべきことを勧告することができる。 

４ 知事は、事業者が改善計画の作成及び届出を行わないときは、改善計画の作成及び届

出を行うべきことを勧告することができる。 

（公表） 

第 47条 知事は、前条第 1項及び第 2項の規定による勧告をした場合において、正当な理

由がなくてその勧告に従わないときは、その旨及びその勧告の内容を公表することがで

きる。 

２ 知事は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に、あらか

じめ、その旨を通知し、その者又はその代理人の出席を求め、釈明の機会を与えるため、

意見の聴取を行わなければならない。 

 

   第４節 雑則 

（仮設建築物等に対する特例） 

第 48条 第 40条から前条までの規定は、次に掲げる建築物については、適用しない。 

一 仮設建築物 

二 建築基準法第 3条第 1項各号に掲げる建築物 

三 文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）第 142条に規定する伝統的建造物群保存地

区内において同法第 2 条第 1 項第六号に規定する伝統的建造物群を構成している建築

物 

（国等に関する特例） 

第 49 条 第 40 条から前条までの規定は、国、府、市町村その他規則で定める者について

は、適用しない。 

２ 知事は、国、市町村その他規則で定める者に対し、その者が設置し、又は管理する都

市施設について、高齢者、障害者等が安全かつ容易に利用することができるかどうかに

ついての状況その他必要と認める事項に関する報告を求めることができる。 

 

  第５章 雑則 

（事務処理の特例） 

第 50条 法に基づく事務のうち、次に掲げる事務であって府の区域内に存する町及び村の

区域に係るものは、それぞれ当該町又は村が処理することとする。 

一 法第 12条第 1項及び第 2項の規定による届出の受理に関する事務 

二 法第 12条第 3項の規定による命令に関する事務 

三 法第 53条第 2項の報告の徴収並びに同項の規定による立入検査及び質問に関する事
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務（特定路外駐車場に係るものに限る。） 

２ この条例及びその施行に関する事項を定めた規則に基づく事務のうち、次に掲げる事

務（第 40 条第 1 項第一号から第八号までに掲げる都市施設に係るものに限る。）であっ

て大阪市、堺市、豊中市、吹田市、高槻市、枚方市、茨木市、八尾市、寝屋川市、和泉

市、箕面市、羽曳野市及び東大阪市の区域に係るものは、当該市が処理することとする。 

一 第 40条第 1項の規定による協議に関する事務 

二 第 40条第 2項の規定による届出の受理に関する事務 

三 第 45条第 1項の規定による事前協議に係る都市施設への立入調査に関する事務 

四 第 46条第 1項及び第 2項の規定による勧告に関する事務 

五 第 47条第 1項の規定による公表及び同条第 2項の意見の聴取に関する事務 

３ 前項第一号及び第二号に掲げる事務（第 40条第 1項第一号から第八号までに掲げる都

市施設に係るものに限る。）であって、府の区域内に存する市（大阪市、堺市、豊中市、

吹田市、高槻市、枚方市、茨木市、八尾市、寝屋川市、和泉市、箕面市、羽曳野市及び

東大阪市を除く。）、町及び村の区域に係るものは、それぞれ当該市、町又は村が処理す

ることとする。 

（規則への委任） 

第 51条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

   附則（平成４年条例第３６号） 

 この条例の施行期日は、規則で定める。 

（平成５年規則第４号で平成５年４月１日から施行） 

 

   附則（平成７年条例第３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行前に大阪府消費者保護条例第 25条第 2項又は大阪府福祉のまちづくり

条例第 22条第 2項の規定により行われた聴聞又は聴聞のための手続は、改正後の大阪府

消費者保護条例第 25 条第 2 項又は大阪府福祉のまちづくり条例第 22 条第 2 項の規定に

より行われたものとみなす。 

 

   附則（平成７年条例第１９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例の施行の際現に存する都市施設（現に設置の工事中のものを含む。）に係るエ

レベーターの整備基準については、第 2 条の規定による改正後の大阪府福祉のまちづく

り条例第 11条第 2項第一号ニの規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例による。 

 

   附則（平成１２年条例第１０６号） 

 この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成１４年条例第１０３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に存する改正後の大阪府福祉のまちづくり条例第 2 条第一号に

規定する都市施設（現に設置の工事中のものを含む。）に係る整備基準については、改正

後の同条例第 10条の規定にかかわらず、当分の間、なお従前の例による。 

 

   附則（平成１６年条例第６４号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

   附則（平成１７年条例第６６号） 

 この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成１８年条例第５２号） 

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成１９年条例第４５号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

   附則（平成２１年条例第３９号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に工事中の高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する

法律（平成 18年法律第 91号）第 2条第 17号に規定する特別特定建築物及び改正後の大

阪府福祉のまちづくり条例（以下「新条例」という。）第 11 条各号に掲げる特定建築物

（次項においてこれらを「特別特定建築物」という。）の同法第 2 条第 19 号に規定する

建築又は修繕若しくは模様替（修繕又は模様替にあっては、同条 18号に規定する建築物
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特定施設に係るものに限る。）については、新条例第 3章の規定は、適用しない。 

３ この条例の施行の際現に存する特別特定建築物で、規則で指定する類似の用途相互間

における用途の変更をするものについては、新条例第 3章の規定は、適用しない。 

４ この条例の施行前にした改正前の大阪府福祉のまちづくり条例（以下「旧条例」とい

う。）第 15条の規定による要請、旧条例第 16条第 1項の規定による届出の求め及び同条

第２項（旧条例第 17 条第 2 項において準用する場合を含む。）の規定による指導及び助

言並びに旧条例第 20 条の規定による勧告は、それぞれ新条例第 32 条の規定によりした

要請、新条例第 33 条第 1 項の規定によりした届出の求め及び同条第 2 項（新条例第 34

条第 2項において準用する場合を含む。）の規定によりした指導及び助言並びに新条例第

37条の規定によりした勧告とみなし、この条例の施行前にされた旧条例第 14条第 1項の

規定による協議、同条第 2 項、旧条例第 16 条第 1 項又は第 17 条第 1 項の規定による届

出及び旧条例第 15条又は第 18条の規定による報告は、それぞれ新条例第 31条第 1項の

規定によりされた協議、同条第 2 項、新条例第 33 条第１項又は第 34 条第 1 項の規定に

よりされた届出及び旧条例第 32条又は第 35条の規定によりされた報告とみなす。 

５ 旧条例第 14条第 1項の規定による協議に係る特定施設であって、この条例の施行の日

前に同条第 2項の規定による届出がされていないものについては、新条例第 31条第 2項

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

６ 前項に規定する特定施設については、旧条例第 12条の規定は、なおその効力を有する。 

 

   附則（平成２２年条例第３６号） 

 この条例中第１条の規定は平成２２年４月１日から、第２条の規定は同年７月１日から、

第３条の規定は同年１０月１日から施行する。 

 

   附則（平成２２年条例第８３号） 

 この条例は、平成 22年１月１日から施行する。 

 

   附則（平成２３年条例第５７号） 

 この条例は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成２３年条例第１２２号） 

 この条例は、平成２４年１月１日から施行する。 

 

   附則（平成２４年条例第６７号） 

この条例中第１条の規定は平成２４年４月１日から、第２条の規定は同年１０月１日か

ら施行する。 
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   附則（平成２４年条例第１４８号） 

この条例は、平成２５年３月１日から施行する。 

 

   附則（平成２６年条例第９７号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成２６年条例第１８５号） 

 この条例は、平成２７年７月１日から施行する。 

 

   附則（平成２７年条例第４５号） 

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成２８年条例第１３３号） 

 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

   附則（平成２９年条例第５０号） 

 この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

   附則（令和元年条例第６１号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は、公布の日から

施行する。 

 

   附則（令和２年条例第４２号） 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大阪府福祉のまちづくり条例（以下「新条例」という。）第 19条から第 21条

まで及び第 28条の規定は、この条例の施行の日以後に着手する建築（特別特定建築物（高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号）第 2 条

第 17 号に規定する特別特定建築物をいう。以下同じ。）を新築し、増築し、若しくは改

築すること又は用途の変更をして特別特定建築物にすることをいう。以下この項におい

て同じ。）及び当該建築をした特別特定建築物の維持について適用し、この条例の施行の

日前に着手した建築及び当該建築をした特別特定建築物の維持については、なお従前の

例による。 

３ この条例の施行の際、現に存する特別特定建築物で、高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成 18年政令第 379号）附則第四条第五号に掲げる類
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似の用途相互間における用途の変更をするものについては、新条例第 19 条から第 21 条

まで及び第 28条の規定は適用しない。 

 

   附則（令和３年条例第２８号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和 3 年 10 月 1 日から施行する。ただし、第一条の規定は、令和 3 年 4

月 1日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に工事中の改正前の大阪府福祉のまちづくり条例別表 1 の項及

び 2 の項の中欄に掲げる特別特定建築物の建築（建築物を新築し、増築し、又は改築す

ることをいう。）又は修繕若しくは模様替については、改正後の大阪府福祉のまちづくり

条例別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

 

別表（第１２条関係） 

項 区分 規模 

一 学校 すべて（令第１８条第１項各号

に掲げる経路（階と階との間の

上下の移動に係る部分に限

る。）についての同項の規定の

適用については、床面積の合計

５００平方メートル） 

病院又は診療所 

集会場(床面積が二百平方メートル以上の集会室

があるものに限る。)又は公会堂 

保健所、税務署その他不特定かつ多数の者が利用

する官公署 

老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに

類するもの 

老人福祉センター、児童厚生施設、身体障害者福

祉センターその他これらに類するもの 

博物館、美術館又は図書館 

車両の停車場又は船舶若しくは航空機の発着場を

構成する建築物で旅客の乗降又は待合いの用に供

するもの 

公衆便所 

二 百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店

舗 

床面積の合計２００平方メー

トル（令第１８条第１項各号に

掲げる経路（階と階との間の上

下の移動に係る部分に限る。）

飲食店 

理髪店、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、
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銀行その他これらに類するサービス業を営む店舗 についての同項の規定の適用

については、５００平方メート

ル） 

工場（自動車修理工場に限る。） 

三 劇場、観覧場、映画館又は演芸場 床面積の合計５００平方メー

トル 展示場 

自動車の停留又は駐車のための施設(一般公共の

用に供されるものに限る。) 

四 ホテル又は旅館 床面積の合計１，０００平方メ

ートル 体育館、水泳場、ボーリング場その他これらに類

する運動施設又は遊技場 

公衆浴場 

自動車教習所又は学習塾、華道教室、囲碁教室そ

の他これらに類するもの 

五 共同住宅 床面積の合計２，０００平方メ

ートル又は住戸の数２０（令第

１４条、第１７条及び第２０条

並びに第１８条、第２３条及び

第２５条の規定の適用並びに

道等から地上階に設ける住戸

（地上階に住戸を設けず、か

つ、エレベーターを設ける場合

にあっては、地上階にある当該

エレベーターの昇降路の出入

口）までの経路以外の部分につ

いての令第１１条から第１３

条まで、第１６条、第１８条及

び第１９条並びに第１４条か

ら第１７条まで、第２２条、第

２４条及び第２７条の規定の

適用については、５０） 

六 寄宿舎 床面積の合計２，０００平方メ

ートル又は住戸の数５０ 

備考 この表に掲げる特別特定建築物には、仮設建築物を含まない。 

 


